
宮城県警察職員の賞じゅつ金に関する訓令

平成６年２月１日

宮城県警察本部訓令第１８号

宮城県警察職員の賞じゅつ金に関する訓令を次のように定める。

宮城県警察職員の賞じゅつ金に関する訓令

宮城県警察職員の特別ほう賞に関する訓令（昭和４４年宮城県警察本部訓令第１１号）

の全部を改正する。

（目的）

第１条 この訓令は、宮城県警察職員の賞じゅつ金に関する規則（昭和４４年宮城県公安

委員会規則第２号。以下「規則」という。）第９条に基づき、宮城県警察職員（警察法

（昭和２９年法律第１６２号）第５６条第１項に規定する地方警務官を含む。以下「職

員」という。）に対する賞じゅつ金の支給に関する細目的な事項を定めることを目的と

する。

（申請手続）

第２条 警察本部の部に置かれた課等の長、警察学校長、仙台市警察部に置かれた課長及

び警察署長（以下「所属長」と総称する。）は、規則第２条第１項に該当する職員があ

ると認められるとき、又は賞じゅつ金を支給された者が、当該賞じゅつ金支給の原因と

なった傷病により死亡し、若しくは傷害の状態となったときは、賞じゅつ金支給（再審

査）申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に診断書等の関係書類を添えて、

警察本部長（以下「本部長」という。）に賞じゅつ金支給の申請をしなければならない

。

（賞じゅつ金審査委員会）

第３条 賞じゅつ金の支給に関し賞じゅつ金の種類、功労の程度及び障害の等級並びに殉

職者賞じゅつ金又は殉職者特別賞じゅつ金を支給する遺族の範囲及び順位並びに規則第

８条に規定する賞じゅつ金の加算額、その他賞じゅつ金の支給に関し必要な事項を審査

するため、警察本部に賞じゅつ金支給委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２ 委員会は、委員長及び委員をもって構成する。

３ 委員会の委員長は本部長とし、委員は警察本部及び仙台市警察部の部長（組織犯罪対

策局長を含む。）、首席監察官並びに警務部警務課長（以下「警務課長」という。）と

する。

４ 委員会の委員長が不在又は事故あるときは、警務部長がその職務を代理する。

５ 委員会の庶務は、警務部警務課において行う。

（賞じゅつ金の額等の決定）

第４条 賞じゅつ金は、委員会の審査結果に基づき賞じゅつ金の種類及びその額を決定す

るものとする。ただし、傷病者賞じゅつ金は、委員会の審査を経ることなく、医師の診

断書による療養日数及び功労の程度に基づき、その額を決定することができるものとす

る。

（賞じゅつ金の調整）

第５条 賞じゅつ金を支給された者が次の各号の一に該当する場合には、既に支給した額

と新たに支給すべき額との差額を、当該職員又はその遺族に対して支給する。



⑴ 傷病者賞じゅつ金を支給された者が、症状の進行により当該賞じゅつ金を支給され

た後に死亡し、又は障害の状態となり、新たに殉職者賞じゅつ金、殉職者特別賞じゅ

つ金又は障害者賞じゅつ金を支給すべき者として認定された場合

⑵ 障害者賞じゅつ金を支給された者が、症状の進行により当該賞じゅつ金を支給され

た後に死亡し、新たに殉職者賞じゅつ金又は殉職者特別賞じゅつ金を支給すべき者と

して認定された場合

⑶ 症状の進行により、障害者賞じゅつ金を支給された者の障害の等級に変更があった

場合

⑷ 症状の進行により、傷病者賞じゅつ金を支給された者の療養期間に変更があった場

合

２ 前条の規定は、前項の賞じゅつ金の支給について準用する。

（支給）

第６条 前２条の規定により賞じゅつ金の支給を決定したときは、賞じゅつ金支給決定通

知書（様式第２号）により、当該賞じゅつ金を支給する者に対してその旨を通知すると

ともに、速やかに賞じゅつ金を支給するものとする。

（領収書の提出）

第７条 前条の通知を受けた者は、当該賞じゅつ金を受領後、速やかに本部長に対し領収

書（様式第３号）を提出しなければならない。

（支給事務）

第８条 賞じゅつ金の支給に関する事務は、警務課長が行う。

２ 警務課長は、賞じゅつ金を支給した都度、申請書に賞じゅつ金の種類、賞じゅつ金の

支給額、審査及び決定年月日、支給年月日等を記録整理し、当該申請書を永年保存しな

ければならない。

附 則

この訓令は、平成６年２月１日から施行する。

附 則（平成６年３月２８日本部訓令第６号）

この訓令は、平成６年３月２９日から施行する。

附 則（平成８年３月２２日本部訓令第５号）

この訓令は、平成８年４月１日から施行する。

附 則（平成１０年３月２４日本部訓令第７号）

この訓令は、平成１０年３月２４日から施行する。

附 則（平成１０年８月１８日本部訓令第１１号）

この訓令は、平成１０年８月１８日から施行し、平成１０年８月１日から適用する。

附 則（平成１２年４月１９日本部訓令第１１号）

この訓令は、平成１２年４月１９日から施行し、平成１２年３月２７日から適用する。

附 則（平成１３年３月２６日本部訓令第１１号）

この訓令は、平成１３年３月２６日から施行する。

附 則（平成１６年３月２３日本部訓令第９号）

この訓令は、平成１６年４月１日から施行する。

附 則（平成１８年３月２４日本部訓令第６号）



この訓令は、平成１８年４月１日から施行する。

附 則（平成３０年３月２９日本部訓令第１５号）

この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。

附 則（平成３１年３月４日本部訓令第６号）

この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則（令和４年３月２９日本部訓令第８号）

（施行期日）

１ この訓令は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正前の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されて

いる書類は、当分の間、この訓令による改正後の様式によるものとみなす。

３ 旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。










